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作成委員会における検討事項メモ 

 

１ 最高法規性、見直し規定、実効性を高めるルール・仕組みの関係性について 

 
 
２ 他都市条例の規定のポイント 

・３点を全て規定している条例は見られない。 

・最高法規性と見直しのセットはニセコ町のみ 

→最高法規は安定的であるべきとの考え？ 

・最高法規性を規定し、見直し、ルール仕組みはない条例が２つ 

→最高法規性を規定すればそれを担保する仕組みは必要なく、定期的な見直しよりも安定性を志

向？ 

・条例の見直し規定のみを有するのは２条例（両者とも条例化されていない） 

・多摩市は最高法規性と実効性を高めるルール・しくみを規定 

→見直し規定と委員会の関係性を明確にしていない 

◇ 最高法規性の論点 
・規定を盛り込むか。 
・対象を条例、規則等とするか。 

◇ 実効性を高めるルール・しくみ 
・規定を盛り込むか。 
・委員会等を設置するか。 
・委員会の所掌をどうするか。 

◇ 見直し規定 
・規定を盛り込むか 
・定期的な改正を盛り込むか

・手続を規定するか。 
・期間を規定するか 

・最高法規としての安定性 
・状況変化に対応した見直しの必要性 
・期間規定が見直しの制約を課す懸念 
→いつでも見直しは可能か 

・委員会の所掌と見直し規定の関係

・改正への市民意見の反映 

・最高法規性を担保する必要性 

・規定がなくとも改正は行われる 

第９回作成委員会（04.06.19） 

資料４ 
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ニセコ町まちづくり基本条例
平成13年４月１日施行

宝塚市まちづくり基本条例
平成14年４月１日施行

生野町まちづくり基本条例
平成14年６月１日施行

清瀬市まちづくり基本条例
平成15年４月１日施行

最高
法規性

第１3章　まちづくり基本条例の位
置付け等
（この条例の位置付け）
第４３条　他の条例、規則その他の
規程によりまちづくりの制度を設
け、又は実施しようとする場合にお
いては、この条例に定める事項を最
大限に尊重しなければならない。
（条例等の体系化）
第４４条　町は、この条例に定める
内容に即して、教育、環境、福祉、
産業等分野別の基本条例の制定に努
めるとともに、他の条例、規則その
他の規程の体系化を図る

（条例の位置付け）
第１８条　市は、行政分野ごとの基
本条例の制定に努めるとともに、他
の条例、規則その他の規程によりま
ちづくり制度を設ける場合において
は、この条例に定める事項を最大限
に尊重しなければならない。

（最高規範性）
第３４条　この条例は、生野町のま
ちづくりの基本原理を定めた条例で
あり、他の条例を制定する場合は、
この条例に定める事項を遵守しなけ
ればならない。
（条例の体系化）
第３５条　町は、この条例に定める
内容に即して、他の条例、規則等の
体系化を図るものとする。

見直し
規定

(この条例の検討及び見直し）
第４５条　町は、この条例の施行後
４年を超えない期間ごとに、この条
例がニセコ町に　ふさわしいもので
あり続けているかどうか等を検討す
るものとする。
２　町は、前項の規定による検討の
結果を踏まえ、この条例及びまちづ
くりの諸制度について見直す等必要
な措置を講ずるものとする。

（条例の改正）
第14条　市は、この条例を改正しよ
うとする場合は、市民の意見を適切
に反映するための措置を講じなけれ
ばならない。

実効性を
たかめる
ルール・
しくみ

（清瀬市まちづくり委員会）
第９条　市長は、附属機関として、
清瀬市まちづくり委員会（以下「委
員会」という。）を設置する。
２　委員会は、まちづくりについて
の市民の提案及びこの条例が適切に
運営されているかをそれぞれ審議
し、その結果を市長に対し提言する
ことを目的とする。
３　市長は、委員会の提言を尊重し
なければならない。
４　委員会の委員は２０名以内で組
織し、委員のうち半数は公募の委員
とする。
５　委員会の委員の任期は２年と
し、再任することはできない。

３ 他都市条例の規定内容 
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杉並区自治基本条例
平成15年5月1日

多摩市自治基本条例 高知県自治基本条例(２０００年) 群馬県自治基本条
例（素案）（１９９６年）

第３１条　この条例は、区政の基本
事項について、区が定める最高規範
であり、区は、他の条例、規則等の
制定改廃に当たっては、この条例の
趣旨を尊重し、整合性を図らなけれ
ばならない。

（ 条例の位置付け）
第２条　この条例は、私たちのまち
の自治について、最も基本的な理念
及び行動原則を定めるものであり、
市が定める最高規範です。

最高
法規性

（改正）
第１６条　知事は、この条例の改正
を行おうとする場合は、県民の意見
を適切に反映するための措置を講じ
なければならない。

（改正）
第１６条　知事は、この条例の
改正を行おうとする場合は、県
民の意見を適切に反映するため
の措置を講じなければならな
い。
第５章　条例の改正
（条例改正手続）
第１４条　この条例の改正は、
県民意見の聴取その他県民の意
思を集約するための措置を講ず
るとともに、別に定める手続に
より有権者による県民投票を経
て、行うものとする。

見直し
規定

第６ 章自治推進委員会の設置等
（ 自治推進委員会の設置）
第３ ０ 条私たちのまちの自治の円
滑な推進を図るため、多摩市自治推
進委員会（ 以下「委員会」といい
ます。） を設置します。
２ 委員会は、市長の諮問に応じ、
自治の推進に関する事項について審
議し、市長に答申するものとしま
す。
３ 委員会は、前項に規定するもの
のほか、自治の推進に関する重要事
項について、市長に提言することが
できます。
４ 市長は、委員会の答申及び提言
を尊重しなければなりません。
５ 委員会は、地方自治に識見を有
する者及び市民による６ 人以内の
委員をもって構成します。
６ 委員の任期は２ 年とし、補欠委
員の任期は前任者の残任期間としま
す。
７ 前各項に定めるもののほか、委
員会の組織及び運営に関し必要な事
項は、市長が別に定めます。

実効性を
たかめる
ルール・
しくみ
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４ 補足説明 

（１） 見直し規定 

・実効性を高めるために機関設置をする場合、そこだけが見直しを検討することができるとするのか 
→見直しの権利を狭める 

 
（２） 実効性を高める仕組み・ルール 
・自治基本条例で規定した権利の救済 
たとえば、知る権利→情報公開審査会などがある 
一般的な参加の権利についてはオンブズマンなどが想定される。 
・自治基本条例で規定した事項の推進や検証 
パブリックコメントや住民投票などの運用の検証 
・新しい制度の創設 
→機関設置をしたとしても諮問型をとるのか、それとも自立的な提案権を持つとするか 
→オンブズマンとの整合性が必要 


